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•都がｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ流
行警報を発令

• 16年ぶり

•学級閉鎖等も頻発

•今回の特徴は流行
が早いこと

•普通は春に発症す
るB型も見られる

• ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞの影響で
世界各地から流入

•蚊が媒介するﾁｸﾝｸﾞ
ﾆｱ熱にも注意する
必要がある



この方ご存じですか？
•黄川田仁志 自民党衆議院議員

•内閣府特命担当大臣（沖縄及び北
方対策 女性活躍担当等）

•8日 根室を訪問した折、北方領土を
望みながら一番外国に近いと発言

•直ぐ高市首相が電話で注意

•この方高市氏が総裁選挙出馬
の時の記者会見で失言した



「内部にスパイがいる」 警視庁の5年を超える捜査
と身内の裏切り •警視庁がｼｮｯｸ

•ｽｶｳﾄｸﾞﾙｰﾌﾟ内定中の
情報が洩れる

•暴力団対策課の警部
補が情報を漏洩か

•女性を風俗店に紹介
するﾈｯﾄﾜｰｸ

•年間売上45億円とも

•暴力団とは対立

•ﾄｸﾘｭｳとも関連か

国内最大級のスカウトグループ「ナチュラル」に警察の捜査情
報を漏らしたとして、警視庁暴力団対策課の警部補、神保大輔
容疑者（43）が12日、地方公務員法（守秘義務）違反容疑で警
視庁に逮捕された。捜査が始まったのは5年以上前で、神保容
疑者は捜査チームの一員だった。身内の「裏切り」に、警視庁
内に衝撃が走っている。 大勢の男が何者かを取り囲み、殴っ
たり蹴ったり――。2020年6月、東京・歌舞伎町での様子を映
したこんな動画がツイッター（現X）で拡散した。捜査関係者
によると、警視庁は、路上スカウトの引き抜きを巡るナチュラ
ルと指定暴力団住吉会系組織のトラブルとみて捜査を始めた。
捜査の過程で、ナチュラルについて、暴力団と対立する粗暴さ
や、メンバーが約1500人という組織性、年間売り上げ約45億円
という資金力が判明していった。ナチュラルが数千万円かけて
開発した独自アプリでは、警察を「ウイルス」と呼び、警察官
の顔がメンバー間で共有されていた。 警視庁は暴力団対策課
に加え、風俗店を担当する保安課など、部門を超えた捜査チー
ムを作った。違法なスカウト行為や風俗店へのあっせん行為で、
女性らが被害を受けている恐れがあり、組織を挙げて捜査する
必要があった。動画の拡散から4年半以上たった今年1月下旬。
ナチュラルのメンバーの男らを逮捕する方針が決まり、予定日
が数日後に迫っていた。女性を売春目的で風俗店にあっせんし
た、という職業安定法違反の疑いが強まっていたという。



安部元首相銃撃事件の裁判
• 13日 7回目の口頭弁論が行われた

•使用したものが銃なのかということで科捜研の専門家が証言＞十
分銃であると判断できるものである

•事件後１年で提出された安部明恵夫人の上申書が読み上げられ
た＞第一報を聞いて信じられなかった・しんちゃんと言ったら握り返
してくれた・もっと夫といたかった

•午後 母親が弁護側の証人として出廷した

•最初に謝罪の言葉を話す

•信仰の為に韓国に30回も渡航していた

•母親の宗教活動に反対したり経済的な不満を持っていた

•母親は息子の成長より献金を選んだと答えた



女性も国に奉仕せよ 徴兵制度の抜本改革案、
スイスで30日国民投票 •ｽｲｽは直接民主制の国

•重要事項に関しては国民
投票で決する

•今回は徴兵に関する法律
改正である

•国に奉仕する義務の対象
を拡大し徴兵も対象

•ｽｲｽは国民皆兵制度

•一定の兵役訓練を受けて
予備役となる

•各町村には兵器庫がある

スイスでは11月30日、現行の徴兵制度を大きく変える案が国
民投票にかけられる。これまで志願制だった女性にも兵役を
含めた奉仕義務を課す。提案者は時代の変化に合わせた改革
だと訴えるが、兵力・国力が損なわれるとの批判もある。
スイスは、兵士や自治体議員などの公職を市民が兼業で務め
る「民兵制度または名誉職制度」を採る。いわゆる徴兵制度
もこの原則に基づく義務だ。
イニシアチブの条文には、「スイス国籍を持つ全ての人は、
公共と利益のために奉仕する」と書かれている。つまり兵役
を含む現行の奉仕義務の対象を女性にも広げることを意味す
る。さらに、連邦議会が非スイス国籍者にも対象を広げるこ
とも可能だと規定する。
イニシアチブが想定する新たな「市民奉仕モデル」は現行の
制度のいわば発展形だ。対象となるすべての男女は能力、本
人の希望、政府のニーズを考慮した上で、軍、市民防衛、社
会奉仕へそれぞれ配属される。奉仕義務をしない人は免除税
を支払う。重度の障害を持つ人は免除される。
イニシアチブによれば、現行制度では奉仕義務に就く人は全
国民の3割程度だが、イニシアチブが可決されれば最終的に
は国民の95％以上が奉仕義務に就くと試算する。



ブラジルでCOP30開幕 ルラ氏「気候変動否定論
者に敗北を」

•ﾌﾞﾗｼﾞﾙ・ﾍﾞﾚﾝでCOP30開幕

•気候変動の枠組みを討議
する大切な会議

•産業革命後平均気温の上
昇1.5℃未満にを目標

•CO2 の排出量を規制する
など目標値を設定

•今回の会議にはｱﾒﾘｶが不
参加＞排出量2位

•州ごとには対応しているが

•再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰが石炭を
上回ったのは評価

国連気候変動枠組み条約第30回締約国会議（COP30）が10
日、ブラジル北部アマゾン地域の都市ベレンで開幕した。
化石燃料からの脱却や地球温暖化ガス排出削減への取り組
みが進まない中、会議は2週間にわたって行われる。開催国
ブラジルのルイス・イナシオ・ルラ・ダシルバ大統領は開
会のあいさつで、「気候変動を否定する者たちに新たな敗
北を与える時が来た」と力強く訴えた。ルラ氏はまた、
「恐怖をあおり、制度や科学、大学を攻撃する人々」を厳
しく非難した。会議に影を落としているのは、世界最大の
産油国であり、第2位の温室効果ガス排出国でもある米国の
不在だ。ただし、カリフォルニア州のギャビン・ニューサ
ム知事をはじめとする州や地方レベルの指導者らが11日に
登壇し、国全体が行動を欠いているわけではないことを示
す予定で、それぞれの気候政策や世界的な取り組みへの連
帯を強調する。国連気候変動枠組み条約事務局のサイモ
ン・スティル事務局長は、「間違いなく、人類はまだこの
戦いの最中にある」と述べ、「確かに手強い相手もいるが、
われわれの側にも強力な味方がいる」と続けた。同氏はま
た、今年、再生可能エネルギーが石炭を抜いて世界最大の
エネルギー源となったことを挙げ、「市場の力が再生可能
エネルギーに傾き始めている。10年前には想像もできな
かった驚異的な進展だ」と指摘した。



「脱炭素」燃料の利用4倍目指す 35年までに、
COP30宣言 •今後も継続してCO2の排

出量を削減すること

•ﾊﾞｲｵ燃料などの持続可
能ｴﾈﾙｷﾞｰの利用拡大

•2035年には2024年の４倍

•SAFやﾊﾞｲｵｶﾞｿﾘﾝの利用

•この他にも水素やｱﾝﾓﾆｱ
の利用なども

•途上国への支援も重要

国連気候変動枠組み条約第30回締約国会議（COP30）の
首脳級会合で7日、議長国ブラジルが脱炭素化につながる
バイオ燃料など「持続可能燃料」の利用拡大を訴える宣
言を発表した。2035年までに24年の水準の少なくとも4
倍にすることを目指す内容。日本、イタリアとの共同提
案。インドなど約20カ国が支持を表明した。
日本は利用拡大によって温室効果ガス排出削減やエネ

ルギー安全保障、経済成長につなげる狙いがある。ほか
に支持を表明したのは、カナダ、オランダ、メキシコ、
モルディブ、ザンビアなど。
持続可能燃料はバイオ燃料のほか、水素やアンモニア

など、化石燃料に比べて温室ガスの削減効果がある次世
代燃料。航空機や船舶、自動車のほか、家庭や産業への
導入が期待されており、日本政府も導入を推進している。
宣言には、発展途上国への技術支援強化や、コスト削

減を目指す方針も盛り込まれた。持続可能燃料の利用を
拡大する目標達成に向け、各国に政策や温室ガスの排出
削減目標（NDC）に反映させるよう求めている。

・ﾊﾞｲｵｴﾈﾙｷﾞｰの利用目標を作成して削減目標に反映



COP30に対する見方
•京都議定書やﾊﾟﾘ協定で世界
の温暖化にﾌﾞﾚｰｷをかけるよう
に毎年会議を行う

•ｱﾒﾘｶの不参加

•先進国と発展途上国の対立

•それらを総合すると実効力は

・世界の30か国で調査した意識調査の結果、単なる象
徴と考えている人が49% 効果が出ると考えるのが34%で
あった



南極の氷河が観測史上最速で崩壊、わずか2か月
で半分に縮小 •地球温暖化の影響か

•南極の氷河の崩壊が
急速に進んでいる

•2022年11月から2ｶ月で
50%崩壊した所も

•通常の100倍以上のｽ
ﾋﾟｰﾄﾞで崩壊している

•通常は年間で数100ｍ
後退

•海水面上昇に影響する

南極の氷河が失われているのは周知の事実だが、問題なのは
その速度だ。これまでにない速さで崩壊が進んでいる。南極
半島の東側にあるヘクトリア氷河が、2022年11月からわずか2
か月で約50％も縮小したことが明らかとなった。海に面した
氷河の先端が約8kmも内陸へ後退し、観測史上最も速いス
ピードで崩壊したのだ。
アメリカ・コロラド大学ボルダー校の研究チームは、この現
象がより大規模な氷河で起これば、世界の海面上昇を一気に
加速させる恐れがあると警告している。この研究成果は
『Nature Geoscience』誌（2025年11月3日付）に発表された。
コロラド大学ボルダー校のCIRES（環境科学協同研究所）の、

テッド・スキャンボス博士と、筆頭著者のナオミ・オチワッ
ト博士は、もともと2002年に崩壊した氷棚の影響を調べてい
た。その分析中に、ヘクトリア氷河の衛星画像に異変を見つ
けた。この氷河が通常の何百倍もの速さで縮小していたのだ。
南極半島の氷河は、ふだんは年間数百mしか後退しない。し

かしヘクトリア氷河は、2022年11月からたった2か月で約8km
も内陸へ後退し、全体のおよそ半分が失われていたのだ。
「データを見たときは信じられませんでした。現地を上空か
ら観測すると、氷河があった場所が巨大な湾のように開けて
いて、自然の力の大きさを思い知らされました」とオチワッ
ト博士は語る。





太陽面で大型の爆発（太陽フレア）発生、地球方
向への高速コロナガス噴出 人体や通信への影
響は NICTが確認

•恒星の太陽は活動している

•表面温度は6000℃

•大きな爆発＞太陽ﾌﾚｱ

•高さ1～10万Km 温度1万℃

•高いｴﾈﾙｷﾞｰを持つ粒子が
放出されている

•このｺﾛﾅｶﾞｽが地球に到達

•地上には到達しない

•人体には影響しないが電磁
波には影響が出る

•ｽﾏﾎやﾃﾚﾋﾞなどに影響

国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）は11月12日、
日本時間の11日午後7時4分に、太陽面北西付近に位置する
黒点群で大型の太陽面爆発現象（太陽フレア）の発生を確
認したと発表した。GPSを用いた高精度測位や短波通信、
人工衛星の運用に影響が出る可能性があるという。
今回の太陽フレアに伴い、地球方向への大規模なコロナガ
スの噴出が複数回観測されており、高エネルギーのプロト
ン粒子の増加も確認された。放出されたコロナガスの一部
がすでに地球周辺に到来しており、今後1～2日以内にさら
にコロナガスが地球に到来・通過することが予測されてい
る。
 太陽X線や高エネルギー粒子の増加が地上で暮らす人体の
健康に影響することはないという。今回観測された高エネ
ルギー粒子、X線の増加は地球静止軌道（高度36,000km）
での測定で、地球大気に吸収され地表にはほぼ到達しない
としている。
またスマホ・携帯電話の通信への影響についても、ほぼ無
いとみている。今回発生した太陽フレアは夜間のため、太
陽電波バーストによる影響は国内では考えにくいようだ。





熊に関する話題



相次ぐ熊の出現
•花巻空港では滑走路に熊が出現して一時閉鎖

•岩手県の大学構内で熊が出現

•秋田市では飼い犬の柴犬を咥える熊が確認される

•札幌丸山動物園内で熊の足跡を発見 2週間休園

•群馬県のﾘﾝｺﾞ畑でﾘﾝｺﾞの木7本折られる被害

•山形県ではﾗﾌﾗﾝｽ畑で２ｔのﾗﾌﾗﾝｽを食べられた

•本州では5366頭が、北海道では617頭が駆除 10月現在



熊対策が進む
• 11月13日 警察庁が熊駆除のために銃器対策部隊派遣を
決定＞自衛隊派遣に次ぐ(自衛隊は後方支援）

•岩手県と秋田県に他自治体から派遣されることに

•狙撃手2 指揮官1 現場責任者１ 4名１組 ×2（2週交代）

• 14日 岩手・秋田で警察官への講習会を行う

•警察官が対応することで即応体制は取れる

•銃器対策部隊は熊を対象としたことがない

•様々な問題を乗り越える必要がある

•経験 跳弾 射撃姿勢等



被害を減少するためには
•熊による死者は過去最大の13人 怪我は200人超え

•原因は冬眠に入る前の食料を得る為＞木の実不作

•熊と人間の住みわけが出来なくなってきている

•緩衝地帯があいまいに

•離農や林業の衰退で里山

•や耕地が荒廃してしまう

•ここを手入れして熊の生息地域を確定するように

•生息数の適切な把握をしていく



駆除された熊はどうなるのか
•基本的には焼却処分される＞１頭で100ℓ程度の灯油

•費用が嵩んで来てしまう自治体では埋め立て処分も

•ｼﾞﾋﾞｴの熊肉として販売できないのか

•実際に食肉にしている所もある

•＞専門の資格のある施設でないと加工出来ない

•餌を求めて来る熊は脂肪分が少なくおいしくない

•処理するまでの時間で菌の繁殖で食用には向かない

•散弾で処理された時は銃弾の処理が大変



高市首相の政治方針



•代表質問が始まる

•政治と金の問題につい
ては慎重に議論をする
必要がある

•議員定数削減について
は幅広い賛同を得られ
るように

•積極財政については信
頼を確保しながら具体
化する

•防衛に関しては運用指
針の見直しを検討する



ここまでの高市首相を見て
•外交に関しては一定の成果を上げている

•北朝鮮との接触も積極的に行うと表明している

•国会答弁では具体的にこうするというのが見えてこない

•具体策は今週与野党で合意した経済対策のｶﾞｿﾘﾝの暫定
税率廃止のみ

•日本成長戦力会議は設置した

•＞ﾘｽｸや社会課題を解決するため

•国会での代表質問では歯切れの悪い部分も

•政治資金問題については具体例が示されない

食糧自給率を上げる
米の生産の適正化
国内外への安定市場確保



ここまでの高市首相を見て
•労働時間の緩和については過大な残業は良しとしないが働き方
の実態を見ながら検討

•憲法改正については9条や緊急事態条項成立を目指す

•＞ﾌﾞﾚｰｷ役だった公明党が去り日本維新が加わったことでどの
ようになるか→防衛装備移転問題を変更する方向

•消費税減税については企業の対応にも時間とかかるのですぐに
は実現できない

•＞就任時増税はしないと言ったが答弁ではしないとは言わず

•森友学園を巡る財務省公文書改ざんに関しては検察が不起訴
処分にしたので第三者による調査は必要ない

•答弁を見ると同じことを繰り返しているのが目立つ



ｻﾅｴﾉﾐｸｽという語は使わなくなった
•高市首相は就任時安部元首相の「ｱﾍﾞﾉﾐｸｽ」というこ
とを継承して経済政策を立て直すと話していた

•最近はそこにあまり力を入れていないように感じる

•ｱﾍﾞﾉﾐｸｽ 金融緩和 財政出動 成長戦略の3本の矢

•高市首相は 責任のある積極財政 成長戦略の抜本
的見直し を表明

•ｶﾞｿﾘﾝ暫定税率を廃止 来年初頭から電気ｶﾞｽの補助

•お米券の配布を検討





•強い経済を作るために17
の分野を指定して重点投
資を行う

•各省庁はこれを実現する
ために来夏には基本方針
を示しなさい

•経済安全保障や国土強靭
化を進める

•重点項目は何か

•現在来年度予算作成中な
ので省庁にとっては大変な
作業になる出典 日本経済新聞



それでも安部元首相の影が見える
•安部第二次政権 ｱﾍﾞﾉﾐｸｽの推進役

• 麻生副総裁 菅官房長官 今井尚哉秘書官

•高市政権

• 麻生副総裁 木原官房長官 今井尚哉内閣参謀参与

•安部首相はこれらの3人を核に政策の目標 課題解決を行い
最終的に首相が判断する

•高市首相も同じような流れを作っている

•木原官房長官 高市氏と考えが近い

•今井尚哉 影の首相とも言われている 政策提言力



今後の政策の方向性はどこに？
•ｱﾍﾞﾉﾐｸｽの評価が十分行われていない中で基本的な
考えを踏襲して行くのは良いのだろうか

•ｱﾍﾞﾉﾐｸｽで進んだ円安

•2012年から始まる

•直前の円ﾚｰﾄは約80円

•それが120円代に

•一時円高に振れた

•現在は155円越え



高市首相が経済をどう牽引できるか

•ｶﾞｿﾘﾝ暫定税率を廃止 電気ｶﾞｽ料金の補助

•＞1兆5700億円＋2880億円＝1兆8580億円

•今年度予算 115.5兆円 ＞約1.5%

•この財源をどうするかは示されていない

•法人税率の変更 自動車税率変更 特定税制減税変更 等

•制度設計をしていく必要があるので即対応は無理

•＞今物価高で苦しんでいるのは低所得者層

•暫定税率廃止や電気料金補助は高所得者にも恩恵

•＞公平感がある政策を提案していく必要がある

地方税5000億円減収



高市首相「政治とカネ」で防戦 議員定数削減
で維新も圧力、三重苦に

•高市首相の予算委員会
での対応
•佐藤啓参院内閣官房副
長官の登用は変更しない
•政治とカネの問題につい
ては慎重姿勢を取り続け
る＞公明党の離脱
•維新も一歩後退する
•議員削減問題は議員立
法を提出できるか
•維新は約束を守るのがあ
たりまえのこと

高市早苗首相が積極財政や安全保障政策などで強気の発
信を続ける一方、「政治とカネ」や政治改革では防戦一
方となっている。12日の参院予算委員会で、自民党派閥
の裏金問題に関与した議員の登用をめぐり従来の答弁を
繰り返し、企業・団体献金の規制強化には慎重姿勢を強
めた。衆院議員の定数削減では、連立相手の日本維新の
会からの圧力が強まり、「三重苦」の様相だ。首相は党
総裁に就任した際、裏金問題に関与した議員の登用をめ
ぐり「最終的に選挙で厳しい審判を受けた」ことを基準
の一つに挙げたが、問題発覚後に参院選を経ていない佐
藤啓参院議員を官房副長官に起用。野党が反発し、佐藤
氏は参院議院運営委員会などへ出席できない状況が続く。
12日の参院予算委では、立憲民主党の蓮舫氏が「自民党
の人材がそんなに乏しいと思わない。人事をいったん白
紙にしないか」と追及を強めたが、首相は「一度任命し
たものを白紙にするつもりはない」と明言。蓮舫氏が
「そこまで裏金議員を守るのか」とたたみかけると、首
相は「仕事で有権者の負託に応えていただこうと思って
いる」と反論した。佐藤氏の「出入り禁止」問題は立憲
幹部すら「落としどころが見えない」と語る状態に陥っ
た。



高い支持率には安心できない

ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領 高市首相高い支持率で誕生

ｱﾒﾘｶを偉大にする
国を守るために関税障壁を作る
FRBに金利引き下げ圧力を
ｲﾝﾌﾚを解消する

ｲﾝﾌﾚは収まらない
雇用が回復して行かない
政府機関の閉鎖の影響が大きい
＞様々な分野へ波及

急激な支持率低下

日本を取り戻す
責任ある成長戦略
金利引き上げあり得ない
ｲﾝﾌﾚを解消する

日本経済がどう変化するか
株高 円安の進行はどうなる
物価高を止めることは出来るか

支持率の低下が起きるか



ｳｸﾗｲﾅ関連



ウクライナ東部要衝で激戦 ロシア軍が猛攻、
陥落の恐れ •ﾌﾟｰﾁﾝ大統領はしっかりし

た戦果を得る為に猛攻を
かけている

• ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領に割譲を要求
したﾄﾞﾝﾊﾞｽ地方を確保する
ため

•長年落とせなかったｸﾗﾏﾄﾙ
ｽｸが窮地

•ｳｸﾗｲﾅ側は認めていない
がかなり厳しい状況はか
わりない

•陥落するとﾄﾞﾝﾊﾞｽはﾛｼｱへ

ﾛｼｱ軍がｳｸﾗｲﾅ東部ﾄﾞﾈﾂｸ州の要衝ﾎﾟｸﾛｳｼｸで猛攻を仕掛けている。
この地はｳｸﾗｲﾅ軍の補給路に当たり、陥落すれば、同国のｾﾞﾚﾝｽ
ｷｰ政権が死守する事実上の州都ｸﾗﾏﾄﾙｽｸなどが危険にさらされ
る。同州の命運を左右する市街戦が激しさを増している。ロシ
アのﾌﾟｰﾁﾝ大統領は今年、和平仲介を試みたﾄﾗﾝﾌﾟ米大統領にド
ンバス地方（ドネツク州とルハンスク州）の割譲を要求。ｾﾞﾚﾝ
ｽｷｰ大統領は停戦どころかさらなる侵略の拠点にされるとして
拒否し、首脳外交は頓挫した。ｸﾗﾏﾄﾙｽｸはｳｸﾗｲﾅ軍が築いた「要
塞（ようさい）地帯」の一部で、ロシア軍の前進を阻んできた。
ﾌﾟｰﾁﾝ政権にとり、親ロ派が多く「固有の領土」と一方的に見
なすﾄﾞﾈﾂｸ州全域の掌握は、軍事的にも大義名分上も達成した
い目標。しかし、侵攻４年目に入っても実現できていない。ロ
シア軍は昨年２月、同州の激戦地アウディイウカを攻略。そこ
からﾎﾟｸﾛｳｼｸに向けて約４０キロ前進したが、１年半以上も要
した。最近、ｾﾞﾚﾝｽｷｰ氏は「この方面の戦況は厳しい。これま
で敵軍約１７万人が投入された」と危機感を表しつつ、ロシア
側も大きな人的損害を被ったと指摘した。 ﾌﾟｰﾁﾝ氏は１０月
下旬、ﾎﾟｸﾛｳｼｸのｳｸﾗｲﾅ軍が「包囲されている」と主張。ｾﾞﾚﾝｽ
ｷｰ政権はこれを否定し、徹底抗戦を訴えている。ただ、ﾛｼｱ軍
はﾄﾞﾛｰﾝ戦で優勢にあるほか、既に市街地に兵士300人以上を侵
入させており、両軍のいずれが統制しているか分からない「グ
レーゾーン」と化したと伝えられる。



ロシア軍の死傷者、約114万人か 2022年の侵攻
開始以降 英国防省が分析

•ｲｷﾞﾘｽ国防省の発表

•ﾛｼｱ側の死傷者114万人

•死者のみ35.3万人

•10月だけを見ると1日当たり
死傷者は1008人

•9月950人だったので増加し
ている

•一方でﾛｼｱはｳｸﾗｲﾅの要衝
を攻撃、特殊部隊を殲滅し
たと発表

イギリス国防省は最新の分析で、2022年のウクライナ侵攻
開始以降、ロシア軍の死傷者がおよそ114万人にのぼる可能
性があると指摘しました。
イギリス国防省は4日、最新の分析をSNSで発表し、2022年
のウクライナ侵攻以降、ロシア軍の死傷者はおよそ114万人
にのぼる可能性があるとしています。このうち約35万3000
人はことし死亡したとみられています。ロシア軍の1日あた
りの平均死傷者数は、ことし10月に1008人と、9月の950人
から増加し、2か月連続で増加しました。
特にことし8月から10月にかけての3か月は、2024年4月以
降で最も高い水準となっています。
戦闘の中心は依然として東部ドンバス地方で、ロシア軍は
ウクライナ軍にとって兵員や物資の重要な補給拠点である
ポクロウシクの包囲を狙い、激しい攻撃を続けています。
イギリス国防省は、ポクロウシクが今後もロシア軍にとっ
て最優先の攻撃目標であり続けるとの見方を示していて、
ウクライナ軍がここを死守できるかが戦況のカギとなって
います。

・ｳｸﾗｲﾅ政府も常に公表はしていないが死者は5万人弱、市
民の死者はそれ以上になると見られる



ウクライナで捕虜になった中国人傭兵



ﾛｼｱはｳｸﾗｲﾅに傭兵を送っている
•4月にも同様に2人の中国人傭兵が話題になる

•今回はｵﾝﾗｲﾝ広告で応募した中国人傭兵

•2人がｳｸﾗｲﾅ戦線で捕虜になる＞中国政府とのつな
がりは否定＞現在は150人程の中国人傭兵が存在

•給与は3000ﾄﾞﾙ/月

•ﾛｼｱ軍に入隊するや携帯電話や銀行ｶｰﾄﾞを没収

•未だに給料は支払われていない

•ﾛｼｱの攻撃能力は低い＞作戦は滅茶苦茶



ロシア兵、降伏した兵士に“膝をつけ”命令後
射殺…史上初の「戦争犯罪・終身刑」判決 •降伏したｳｸﾗｲﾅ兵を射殺

した罪でﾛｼｱ兵が終身刑

•昨年の1月6日 弾が尽き
た為降伏した兵に膝をつ
けと言った後射殺

•その後この村を奪還した
ｳｸﾗｲﾅ兵がこのﾛｼｱ兵を
拘束

•裁判で終身刑は初である

ウクライナの裁判所は6日（現地時間）、ウクライナ軍兵
士を処刑したロシア軍兵士ドミトリー・クラショフに対
し、終身刑を言い渡したと『キーウ・インディペンデン
ト』などが報じた。
報道によると、ザポリージャ地方法院は同日、クラショ
フに対し刑法上の「戦争の法規および慣習違反」の罪で
有罪判決を言い渡した。
戦争捕虜を処刑したロシア軍兵士に終身刑が宣告された
のは史上初であると、ウクライナ保安局（SBU）は説明
している。
SBUによれば、クラショフは昨年1月6日、プリイウート
ネ村付近で降伏したウクライナ軍兵士を至近距離から射
殺した疑いが持たれている。
弾薬が尽きたウクライナ軍兵士1人は武器を下ろして手を
上げて降伏したが、クラショフは膝をつくよう命じた後、
小銃で射殺したと調査で明らかになった。
ウクライナ軍はその後、同陣地を奪還し、唯一生き残っ
ていたクラショフを含むロシア兵5人を捕虜とした。

・ｼﾞｭﾈｰﾌﾞ条約で捕虜の人権は守らなくてはならない



黒海沿岸のﾛｼｱ支配地域に攻撃
•黒海沿岸にあるﾛｼｱの石油施設をｳｸﾗｲﾅのﾄﾞﾛｰﾝが
攻撃し火災が発生

•その時の一部が停泊していたﾀﾝｶｰに落ちて炎上

•ﾀｰﾐﾅﾙの施設やｲﾝﾌﾗも被害を受ける



トゥアプセ



黒海沿岸のﾛｼｱ支配地域に攻撃
•黒海沿岸にあるﾛｼｱの石油施設をｳｸﾗｲﾅのﾄﾞﾛｰﾝが
攻撃し火災が発生

•その時の一部が停泊していたﾀﾝｶｰに落ちて炎上

•ﾀｰﾐﾅﾙの施設やｲﾝﾌﾗも被害を受ける

•今年に入り何回も攻撃をしている

•制裁を受けるﾛｽﾈﾌﾁの製油所がある

•＞中国 ﾄﾙｺ 東南ｱｼﾞｱへ石油製品を輸出している

•ﾛｼｱがｳｸﾗｲﾅの電力網を攻撃している事への報復



ウクライナ・エネ相が辞任、司法相は職務停止
大規模汚職捜査巡り

•止まらない汚職

• ｿ連時代からの悪習残る

• EU加盟の条件＞汚職撲滅

•国家汚職対策局が立件

•幹部がｷｯｸﾊﾞｯｸを受ける

•規模は1億ﾄﾞﾙに上る

•ｾﾞﾚﾝｽｷｰ大統領のﾋﾞｼﾞﾈｽ
ﾊﾟｰﾄﾅｰも含まれる

•ｾﾞﾚﾝｽｷｰ大統領にとっては
痛手

•舞台がｴﾈﾙｷﾞｰ関連で国民
にとっても注目度高い

ウクライナのフリンチュク・エネルギー相は１２日、 エネル
ギー部門を巡る大規模な汚職捜査に関連し、辞表を提出した。
不正行為は否定している。これに先立ちゼレンスキー大統領
は、エネルギー部門の汚職は「絶対に容認できない」と強調
した。その上で、疑惑を巡る国家汚職対策局（ＮＡＢＵ）の
捜査を支持すると表明し、司法相とエネルギー相の辞任を要
求。スビリデンコ首相は司法相とエネルギー相の解任を議会
に要請していた。ウクライナ当局は１１日、エネルギー高官
が関与したとされる総額１億ドルの不正取引に関連して少な
くとも７人を訴追。これを受け政府は１２日、ハルシチェン
コ司法相（前エネルギー相）の職務を停止したと明らかにし
ていた。
ハルシチェンコ氏は当局が公表した７人には含まれていない
が、同氏の元顧問は７人のうちの１人として特定されている。
ハルシチェンコ氏は１２日、フェイスブックへの投稿で捜査
の詳細には触れなかったものの、自身の職務停止について
「適切なシナリオ」として受け入れる姿勢を表明。同時に、
自身の潔白を主張していく考えを示した。汚職撲滅に向けた
進展は欧州連合（ＥＵ）加盟を目指すウクライナにとって中
心的な課題だ。ＥＵのカラス外交安全保障上級代表（外相）
は汚職疑惑について「極めて遺憾だ」 とした上で、ウクライ
ナ当局は「非常に強い対応を取っている」と述べた。



ｲｽﾗｴﾙ関連



ガザで連日死傷者、ハマス反発 イスラエル、結
婚式銃撃か •停戦状態にあるｶﾞｻﾞ

•ｲｽﾗｴﾙは様々な言い分
でｶﾞｻﾞ攻撃を続ける

•境界を越えて侵入した
ので発砲したとか

•＞ﾃﾛﾘｽﾄの脅威を取り
除くためである

•つかの間の平和の中行
われた結婚式も攻撃

•安心して生活できず

パレスチナのイスラム組織ハマス幹部は3日、自治区ガザで
イスラエル軍の攻撃による死傷者が連日出ているとして
「停戦合意違反だ」と反発した。イスラエル軍はハマスの
拠点排除を掲げ、支配地域周辺で砲撃や空爆などを実施し
ている。ハマス系列メディアによると、3日には北部ガザ市
で結婚式の最中に銃撃があり、少女3人が負傷した。
イスラエルメディアによると、結婚式の銃撃があったの

はイスラエル軍が停戦合意に基づき撤収した境界沿いの地
域。軍は「把握していない」としている。パレスチナ通信
は3日、ガザ最南部ラファでも銃撃があり、3人が死亡した
と伝えた。これに先立ち、ハマスの軍事部門は、ガザ市東
部のシャジャイヤ地区でイスラエル兵の遺体を収容したと
発表した。同地区は現在もイスラエル軍の占領下にあるが、
イスラエルはハマスの構成員および赤十字職員による遺体
の捜索を許可している。また、ガザ市内の病院関係者は同
日、北部ジャバリア地区で男性1人がイスラエル軍の攻撃に
より死亡したと述べた。イスラエル軍は、自軍の支配地域
を示す「イエローライン」を越えて侵入し、脅威をもたら
した「テロリスト」を部隊が殺害したと発表している。イ
スラエル政府は、アメリカが仲介した停戦合意が10月10日
に発効して以降、死亡した人質の遺体の収容をハマスが意
図的に遅らせていると非難している。



停戦後のｶﾞｻﾞ地区をどうするか
•ｱﾒﾘｶはｶﾞｻﾞにおける暫定統治機構と国際安定化部隊の２
年間の任務を承認する国連決議案を起草

•草案であってまだ決定したわけではない

•安全保障理事会には提案されておらず内容はまだ未完成

•民間人の保護や人道支援活動、境界地帯の安全確保を行
う権限が与えられる

•必要に応じて非国家武装集団の非武装化と武器の恒久的
な廃棄することで恒久的な平和を目指す

•どの国がどの位の規模で参加するかも不明

•ﾈﾀﾆﾔﾌ氏はｲｽﾗｴﾙの承認が必要としている



トランプ氏、ネタニヤフ氏への恩赦要請 イス
ラエル大統領に •ﾈﾀﾆﾔﾌ首相は以前講座

でも紹介した映画にもあ
るように汚職の疑惑あり

•このことに対してﾄﾗﾝﾌﾟ大
統領が恩赦を要請

•ｱﾒﾘｶと共に戦ってきたﾈﾀ
ﾆﾔﾌ首相の功績を評価

•ｲｽﾗｴﾙでは恩赦を決める
権利を大統領が持つ

イスラエル大統領府は１２日、ネタニヤフ首相に恩赦
を与えることを検討するよう求めるトランプ米大統領
からの書簡を受け取ったと発表した。書簡は、イスラ
エルのヘルツォグ大統領宛て。イスラエルの大統領は、
特別な状況下で有罪判決を受けた人に恩赦を与える権
限を持つ。
ネタニヤフ氏は実業家から約７０万シェケル（約２１
万ドル）の金品を不正に受け取ったなどとされる汚職
疑惑により、起訴されている。トランプ氏は今年１０
月にイスラエルを訪問した際にもイスラエル国会で演
説し、ネタニヤフ氏への恩赦を呼びかけていた。
トランプ氏は書簡で「イスラエルの司法制度の独立性
を尊重するが、イスラエルにとって非常に手強い敵で
あるイランなどに対して共に長く戦ってきた首相に対
する措置は政治的で、不当な起訴と考える」と記した。
イスラエル大統領府は、大統領による恩赦を求めるに
は、手続きに沿って正式に申請する必要があると述べ
た。
ネタニヤフ氏の裁判は２０２０年に開始。ネタニヤフ
氏は全ての容疑を否認し、無罪を主張している。



ｶﾞｻﾞの停戦後の現状はどうなっている
•物資搬入を認めているのは2か所の検問所のみ

•食料や医薬品は不足したままである

•病院に運ばれる子ども 停戦前約800人 停戦後約500人

•＞栄養失調や感染症

•建設機械も軍需品として搬入は認められず

•ｲｽﾗｴﾙ軍の攻撃は散発的に続いている

•＞大きな変化にはなっていない

•ｶﾞｻﾞで農業が出来るのは従来の4%しかない

•市場で製品を売ろうとしても現金が不足していて売れない



予防接種物資などのガザ搬入難航、イスラエルが
拒否＝ユニセフ

•ﾕﾆｾﾌの発表によるとｶﾞｻﾞ
地区にいる子どもたちに
予防接種するための物
資や粉ﾐﾙｸの搬入をｲｽﾗ
ｴﾙが拒否

•注射器や冷蔵庫はｲｽﾗｴ
ﾙ軍民共用だから

•ﾊﾏｽが軍備増強に利用し
ているのではと警戒

•ﾕﾆｾﾌが粉ﾐﾙｸや給水車
の交換部品を搬入しよう
としても拒否される

国連児童基金（ユニセフ）は１１日、パレスチナ自治区ガザ
への子どもの予防接種用注射器や粉ミルク用哺乳瓶などの必
需品搬入をイスラエルが拒否していると明らかにした。
ユニセフは停戦下で大規模な子ども向け予防接種を実施して
いるが、１６０万本の注射器や、ワクチンの容器を保管する
太陽光発電式冷蔵庫をガザに輸送する上で深刻な課題に直面
していると説明。注射器は８月から通関手続きを待っている
と訴えた。
ユニセフ広報担当のリカルド・ピレス氏は、「注射器と冷蔵
庫はイスラエルに軍民両用と見なされており、通関手続きと
検査の通過が非常に困難だが、緊急に必要だ」と述べた。
援助物資搬入を監視するイスラエル軍の援助調整機関ＣＯＧ
ＡＴは、同国は注射器や冷蔵関連機器の搬入を阻止していな
いと主張。軍民両用物品については、パレスチナのイスラム
組織ハマスが援助を軍備増強に利用しないよう特段の注意を
払っているとし、必要な物資搬入については国際機関に代替
案を提示していると釈明したが、詳細は明らかにしなかった。
さらにユニセフは、ガザへの人道支援は増加しているものの、
９３万８０００本の調合済み粉ミルクや給水車の交換部品な
ど、一部の重要物資はなお搬入を拒否されていると説明した。



・解熱剤など不足している医療現場
・ｺｰﾋｰや紅茶を売る＞ｶﾞｽがないので薪
＞薪代1Kg5ｼｪｹﾙ ｺｰﾋｰ19ｼｪｹﾙ 収入30ｼｪｹﾙ
・野菜を売っても買う人が少ない



•今朝の朝日新聞

•現地取材の記事

• ｲｽﾗｴﾙ軍が同行

する取材以外は

認められない

•見渡す限りの廃

墟 音一つしない

• ｶﾞｻﾞ市には100万人住んでいたが今はﾃﾝﾄ生
活を余儀なくされている

•停戦後の散発的な攻撃があり240人が死亡

•現在はｲｽﾗｴﾙ軍がｲｴﾛｰﾗｲﾝを引いている

•廃墟をどのように復興できるのか？



• ﾖﾙﾀﾞﾝ川西岸地域の主な産
業であるｵﾘｰﾌﾞ栽培

•以前から妨害があったが２
年前から急増

•入植したﾕﾀﾞﾔ人に妨害され
ることが増える

• ｶﾞｻﾞ停戦以降も変化なし

• 100㎢あるｵﾘｰﾌﾞ畑で自由に
出入りできるのは1/5

• ｲｽﾗｴﾙ建国前からの畑

• 3.5万ｔのｵﾘｰﾌﾞ油を生産

•去年の襲撃は200件以上

•生産は7割減

•収入減を断たれている現状
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